
者
や
非
居
住
者
は
対
象
外
で
、
適

用
年
度
は
現
状
令
和
６
年
限
り
の

規
定
で
あ
る
。

　
特
別
控
除
の
金
額
は
、
①
本
人

３
万
円
、
②
同
一
生
計
配
偶
者
ま

た
は
扶
養
親
族
１
人
に
つ
き
３
万

円
─
─
以
上
①
②
の
合
計
額
だ
。

た
だ
し
そ
の
合
計
額
が
そ
の
者
の

所
得
税
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、

所
得
税
額
を
限
度
と
す
る
。

　
こ
こ
で
い
う
「
同
一
生
計
配
偶

者
」
と
は
、
生
計
を
一
に
す
る
配

偶
者
（
青
色
事
業
専
従
者
等
を
除

く
）
で
、
そ
の
者
の
合
計
所
得
金

額
が
48
万
円
以
下
で
あ
る
者
を
い

う
（
所
得
税
法
２
条
三
十
四
）。

し
た
が
っ
て
配
偶
者
の
収
入
が
給

与
の
み
の
場
合
、
１
０
３
万
円

（
48
万
円
＋
55
万
円
給
与
所
得
控

除
）
以
下
の
配
偶
者
が
控
除
額
３

万
円
の
対
象
と
な
る
。

　
し
か
し
配
偶
者
特
別
控
除
の
適

用
を
受
け
て
い
る
よ
う
な
源
泉
控

除
対
象
配
偶
者
（
本
人
の
合
計
所

得
金
額
が
９
０
０
万
円
以
下
で
配

偶
者
の
合
計
所
得
金
額
が
95
万
円

日
の
経
済
は
デ
フ
レ
脱
却

の
チ
ャ
ン
ス
だ
が
、
賃
金

上
昇
・
消
費
拡
大
・
投
資
拡
大
の

好
循
環
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

　
そ
こ
で
デ
フ
レ
に
戻
ら
な
い
た

め
の
措
置
の
一
環
と
し
て
、
令
和

６
年
の
所
得
税
・
個
人
住
民
税
の

定
額
減
税
を
実
施
し
、
賃
金
上
昇

と
相
ま
っ
て
国
民
所
得
の
伸
び
が

物
価
上
昇
を
上
回
る
状
況
を
作

り
、
デ
フ
レ
マ
イ
ン
ド
の
払
し
ょ

く
と
好
循
環
の
実
現
に
つ
な
げ
て

い
く
趣
旨
で
新
た
に
設
け
ら
れ
た

制
度
で
あ
る
。

所
得
税
の
定
額
減
税
の

概
要
や
実
施
方
法

　
令
和
６
年
分
の
所
得
税
に
つ
い

て
、
居
住
者
の
所
得
税
額
か
ら
定

額
に
よ
る
特
別
控
除
額
を
控
除
す

る
。
た
だ
し
、
そ
の
者
の
令
和
６

年
分
の
所
得
税
に
係
る
合
計
所
得

金
額
が
１
８
０
５
万
円
（
給
与
収

入
の
場
合
２
０
０
０
万
円
）
以
下

の
者
が
対
象
で
あ
る
。
高
額
所
得

以
下
、
給
与
収
入
の
場
合
１
５
０

万
円
以
下
）
は
、
控
除
額
３
万
円

の
対
象
外
だ
（
配
偶
者
本
人
の
定

額
減
税
の
対
象
に
は
な
る
）。

　
ま
た
控
除
対
象
扶
養
親
族
で
は

な
く
「
扶
養
親
族
」
が
対
象
と
な

る
た
め
、
小
学
生
な
ど
の
年
少
扶

養
親
族
（
16
歳
未
満
の
扶
養
親

族
）
が
い
る
場
合
に
つ
い
て
も
、

控
除
額
３
万
円
の
対
象
と
な
る
。

扶
養
異
動
が
あ
れ
ば

確
定
申
告
で
対
応
す
る

　
で
は
具
体
的
に
、
特
別
控
除
は

ど
の
よ
う
に
実
施
さ
れ
る
の
か
。

㋐
給
与
所
得
者
、
㋑
公
的
年
金
等

受
給
者
、
㋒
事
業
所
得
者
等
の
場

合
を
み
て
い
く
。

㋐
給
与
所
得
者
の
場
合

　
令
和
６
年
６
月
１
日
以
後
、
最

初
に
支
払
い
を
受
け
る
給
与
等

（
賞
与
を
含
む
）
に
つ
き
、
源
泉

徴
収
を
さ
れ
る
べ
き
所
得
税
の
額

か
ら
特
別
控
除
の
額
に
相
当
す
る

金
額
を
控
除
す
る
。

　
な
お
控
除
し
き
れ
な
い
金
額
が

今

所得額・個人住民税の定額減税

同一生計配偶者や同一生計配偶者や
扶養親族の数に応じ扶養親族の数に応じ
所得税と住民税を減税所得税と住民税を減税

個人分野の重要改正項目―個人所得課税①
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あ
る
場
合
に
は
、
以
後
に
支
払
わ

れ
る
金
額
か
ら
順
次
控
除
す
る
。

　
ま
た
子
ど
も
の
出
生
、
配
偶
者

と
の
離
婚
な
ど
に
よ
り
給
与
所
得

者
の
扶
養
控
除
等
申
告
書
に
記
載

し
た
事
項
の
異
動
が
生
じ
た
場
合

に
は
、
年
末
調
整
で
調
整
す
る
。

㋑
公
的
年
金
等
受
給
者
の
場
合

　
令
和
６
年
６
月
１
日
以
後
、
最

初
に
支
払
い
を
受
け
る
公
的
年
金

等
に
つ
き
、
源
泉
徴
収
さ
れ
る
べ

き
所
得
税
の
額
か
ら
特
別
控
除
の

額
に
相
当
す
る
金
額
を
控
除
す

る
。
控
除
し
き
れ
な
い
金
額
が
あ

る
場
合
に
は
、
以
後
に
支
払
わ
れ

る
金
額
か
ら
順
次
控
除
す
る
。

　
ま
た
公
的
年
金
等
の
扶
養
親
族

等
申
告
書
に
記
載
し
た
事
項
の
異

動
に
よ
り
特
別
控
除
額
に
異
動
が

生
じ
た
場
合
に
は
、
確
定
申
告
で

調
整
す
る
。

㋒
事
業
所
得
者
等
の
場
合

　
事
業
所
得
者
で
か
つ
予
定
納
税

が
あ
る
場
合
、
令
和
６
年
分
の
所

得
税
に
係
る
第
１
期
分
予
定
納
税

額
（
７
月
）
か
ら
、
本
人
分
に
係

る
特
別
控
除
額
（
３
万
円
）
を
控

除
す
る
。
な
お
控
除
し
き
れ
な
い

金
額
が
あ
る
場
合
に
は
第
２
期
分

予
定
納
税
額
か
ら
控
除
す
る
。

　
予
定
納
税
額
か
ら
控
除
す
る
特

別
控
除
額
は
原
則
本
人
分
の
み

で
、
同
一
生
計
配
偶
者
等
に
係
る

特
別
控
除
額
は
確
定
申
告
に
よ
り

控
除
す
る
こ
と
と
な
る
。
た
だ
し

予
定
納
税
の
減
額
承
認
申
請
を
し

た
場
合
に
は
、
予
定
納
税
額
か
ら

同
一
生
計
配
偶
者
等
に
係
る
分
も

控
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
一
方
で
予
定
納
税
が
な
い
場
合

に
は
、
令
和
６
年
分
の
所
得
税
の

確
定
申
告
書
の
提
出
の
際
に
特
別

控
除
額
を
控
除
す
る
。

　
注
意
点
も
あ
る
。
所
得
税
の
定

額
減
税
の
適
用
を
受
け
る
場
合
の

合
計
所
得
金
額
は
令
和
６
年
分

で
、
金
額
の
確
定
は
令
和
６
年
12

月
31
日
以
降
だ
。
し
た
が
っ
て 

一
度
６
月
に
定
額
減
税
の
適
用
を

受
け
て
も
、
退
職
金
を
受
け
取
っ

た
、
不
動
産
を
売
却
し
た
な
ど
に

よ
り
一
定
額
以
上
所
得
が
増
加
し

図表１　定額減税のまとめ
所得税 住民税

項目 内容 備考 内容 備考
適用期間 令和６年 １年のみ 令和６年度 １年のみ

対象者 合計所得金額1805万円（給与収入
2000万円）以下の者 令和６年分所得 合計所得金額1805万円（給与収入

2000万円）以下の者 令和５年分所得

控除額

本人３万円 本人の所得税額を限度 本人１万円 本人の所得割を限度
同一生計配偶者または扶養親族１
人につき３万円 居住者のみ 同一生計配偶者または扶養親族１

人につき１万円
本人の合計所得金額が1000万
円を超える場合には同一生計配
偶者分の特別控除は令和７年度
分から控除（注）同一生計配偶者は源泉控除対

象配偶者で合計所得金額が48万円
以下（給与収入103万円以下）

配偶者特別控除の対象
者（103万円超150万
円以下）は対象外。た
だし本人として適用

（注）同一生計配偶者は源泉控除対
象配偶者で合計所得金額が48万円
以下（給与収入103万円以下） 配偶者特別控除の取扱いは所得

税と同じ

実施方法

（給与所得者の場合） （特別徴収の場合）

令和６年６月以降の
源泉徴収税額から順次控除

控除できなければ
翌月から

令和６年６月は特別徴収しない
令和６年７月～令和７年５月まで
は特別控除後の金額の1/11を徴収

（年金所得者の場合） （年金所得者の場合）
令和６年６月以降の

源泉徴収税額から順次控除
控除できなければ

翌月から
令和６年10月以降の

源泉徴収税額から順次控除 控除できなければ翌月から

（年金所得者の場合） （普通徴収の場合）
〈予定納税がある場合〉

７月の予定納税額から本人分のみ
（３万円）を控除する

原則、同一生計配偶者
分等は確定申告 普通徴収の第１期分から

順次控除
控除できなければ
第２期分から

〈予定納税がない場合〉
確定申告の際に控除する

その他 給与所得者、公的年金等所得者は
控除額を源泉徴収票に記載

特別徴収の場合には、控除額を給
与支払報告書に記載

（出所）筆者作成

ワイド
特集

令和６年度の税制改正は
ここがポイント

知っておきたい重要改正事項と留意点
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